
①福祉・介護職員等処遇改善加算収入状況

R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 合計
入所 362,194円 374,513円 464,160円 480,035円 468,532円 458,327円 479,309円 459,117円 473,891円 476,843円 433,460円 483,115円 5,413,496円

生活 413,377円 412,103円 477,165円 533,422円 494,300円 455,085円 534,981円 479,819円 336,526円 324,571円 223,175円 247,943円 4,932,467円

就労B 42,333円 42,599円 51,143円 39,656円 45,997円 46,164円 57,339円 51,523円 51,166円 46,864円 43,238円 49,885円 567,907円
合計 817,904円 829,215円 992,468円 1,053,113円 1,008,829円 959,576円 1,071,629円 990,459円 861,583円 848,278円 699,873円 780,943円 10,913,870円

②令和６年度 ベースアップ等加算支援加算手当

手当支給額

R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 合計
支給額 230,643円 238,500円 397,500円 397,500円 372,500円 397,500円 367,500円 367,500円 367,500円 392,500円 344,583円 357,500円 4,231,226円

令和６年4月～3月の間、常勤（週40時間）の福祉・介護職員（生活支援員・職業指導員）に対し、『ベースアップ等支援加算手当（月額：25,000円）※但し4・5月
は（月額：15,000円』を支給する。なお、各職種において、勤務時間が週40時間に満たない職員に対しては、常勤換算に基づいた割合で支給する。（常勤換算で0.5
の職員の場合、25,000円×0.5＝12,500円）



③令和６年度 福祉・介護職員等処遇改善一時金（職種・経験割）

④令和６年度 福祉・介護職員等処遇改善一時金（均等割り）

職種 支給額 均等配分 職種・経験配分 対象人数 常勤換算 一人当たり 10,913,870円

施設長 72,500円 0円 72,500円 1 1 72,500円 10,913,870円

サービス管理M 580,000円 0円 580,000円 2 2 290,000円
生活支援員 5,153,500円 2,877,000円 2,276,500円 15 13.7 376,168円 4,231,226円

職業指導員 355,000円 210,000円 145,000円 1 1 355,000円 6,741,000円

看護師 72,500円 0円 72,500円 1 1 72,500円 10,972,226円

栄養士 72,500円 0円 72,500円 1 1 72,500円
調理師 362,500円 0円 362,500円 6 5 72,500円
事務員 72,500円 0円 72,500円 1 1 72,500円

合計 6,741,000円 3,087,000円 3,654,000円 28 25.7 1,383,668円

合 計

手当支給見込み額

一時金支給額
合 計

加算収入額

145,000円を基本額をとして、下記の通り一時金を年度末に支給する。
a.常勤（週40時間）で、勤続年数が10年以上の介護福祉士資格を有する福祉・介護職員（生活支援員・職業指導員）及びサービス管理責任者に対して、基本額×２の
一時金を支給する。
b.常勤（週40時間）で、勤続年数が10年未満の福祉・介護職員（生活支援員・職業指導員）及びサービス管理責任者、勤続年数が10年以上であっても介護福祉士資格
を有さない福祉・介護職員に対して、基本額×１の一時金を支給する。
c.常勤（週40時間）で、a及びb以外のその他の職種の職員に対して、基本額×１/2の一時金を支給する。
なお、各職種において、勤務時間が週40時間に満たない職員及び中途採用職員に対しては、基準日（3/1）時点での勤務時間に基づく割合に応じて支給する。

常勤（週40時間）の福祉・介護職員（生活支援員・職業指導員）に対し、「加算収入総額」から「①ベースアップ等加算支援加算手当総額」と「②福祉・介護職員
等特定処遇改善一時金（職種・経験割）総額」を差し引いて生じた余剰額を均等に割り支給する（1人あたり210,000円）。
なお、各職種において、勤務時間が週40時間に満たない職員及び中途採用職員に対しては、基準日（3/1）時点での総勤務時間に基づく常勤換算割合に応じて支給す
る。



【職場環境等要件について】

入職促進に向けた取組

生産性向上のための業務改善
の取組

タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量の縮減

やりがい・働きがいの構成 ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の福祉・介護職員の気づきを踏まえた勤務環境や支援内容の改善

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築


